
 皆様、本日はお忙しい中、ご参加いただき、誠にありがとうございます。

 本日は、2021年3月期第2四半期決算および通期予想、主なセグメントの状況、中期経営計画
の経営数値目標及び参考指標の取り下げ、および新型コロナウイルス感染症の影響を受けての
取り組みや、今後に向けて検討する問題認識についてお話いたします。

 まず、2021年3月期第2四半期決算について説明します。5ページをご覧ください。









 連結決算の営業収益は、新型コロナウイルス感染症の影響に伴う鉄道旅客運輸収入の減や、JR
九州ドラッグイレブンの持分法適用会社への変更の影響などにより、対前年で883億円の減収
となりました。

 営業利益は、コスト削減を進めているものの、営業収益の大幅な落ち込みに伴い、対前年で
507億円の減益となり、205億円の営業損失となりました。

 特別損益は、日田彦山線の復旧に係る災害損失引当金や、令和2年7月豪雨に伴う災害経費など
があったものの、JR九州ドラッグイレブンの株式売却益などにより、対前年で38億円の増益と
なりました。

 その結果、親会社株主に帰属する四半期純利益は、対前年で332億円の減益となり、102億円
の純損失となりました。また、EBITDAは、対前年で496億円減少しました。

 8ページをご覧ください。







 2021年3月期通期業績予想及び配当予想については、9月24日公表の予想から変更しておりま
せん。

 次に、主なセグメントの状況について説明します。 13ページをご覧ください。











 まず、運輸サービスセグメントについて、説明します。

 鉄道事業の第2四半期について、前半は新型コロナウイルス感染症の再拡大や、それに伴うお
盆期間の外出自粛などにより厳しい状況となりましたが、後半は感染者数が減少傾向に転じた
ことから、運輸収入も回復基調となりました。

 なお、足元においても、Go Toトラベルキャンペーンの効果などもあり、観光需要は回復基調
が続いているものの、ビジネス需要は相対的に弱く、今後の推移を慎重に見極める必要がある
と考えております。

 次のページをご覧ください。



 次に、不動産・ホテルセグメントについて、説明します。

 不動産賃貸事業における駅ビル事業の第2四半期について、8月は外出自粛による影響が見られ
たものの、鉄道の近距離収入とともに、緩やかな回復基調が継続しました。また、足元におい
ても緩やかな回復基調は続いており、概ね想定の範囲内で推移しております。

 また、オフィスおよび賃貸マンションについては、空室率に変化なく、堅調な状況です。

 次のページをご覧ください。



 不動産販売事業は、年度末にかけて、大阪と福岡で概ね契約締結済みである大型物件の引き渡
しを計画しており、業績予想に対して、計画通りに進捗しています。

 一方、ホテル事業について、8月は東京や福岡など都市部のホテルを中心に低調な動きとなり
ましたが、第2四半期全体では都市部を除くホテルや旅館については回復の傾向が見られまし
た。また、足元は、Go Toキャンペーンの効果もあり、都市部のホテルについても回復の傾向
が見られるようになりました。

 今後は新型コロナウイルス感染症の再拡大に伴う稼働率低下の懸念はあるものの、概ね想定の
範囲内で推移していると考えております。

 次のページをご覧ください。



 次に、流通・外食セグメントについて、説明します。

 第2四半期は、テイクアウト事業や郊外店舗が引き続き堅調であったことに加え、駅周辺施設
の回遊人口の増加に伴い、他の事業においても緩やかな回復基調が継続しました。

 また、足元では Go To キャンペーンの効果により、回復が遅れていた土産物店などにも改善が
見られるようになり、概ね想定の範囲内で推移しております。

 次に、中期経営計画における、経営数値目標および参考指標の取り下げについて説明します。
18ページをご覧ください。





 新型コロナウイルス感染症の影響により、当社グループを取り巻く事業環境は大きく変化して
おり、2022年3月期を最終年度とする中期経営計画の経営数値目標の達成は困難な見通しであ
ることから、経営数値目標及び参考指標について取り下げることといたしました。

 一方、「更なる経営基盤強化」、「主力事業の更なる収益力強化」、「新たな領域における成
長と進化」の３つの重点取り組みは、今後は修正を行いながら、事業環境の変化に対応する必
要があります。

 次のページをご覧ください。



 本ページでは、これまでの取り組みをベースに、重点取り組みごとの戦略の変化について、記
載しています。以降のページにて、現在取り組んでいる施策や、問題認識に対する今後の戦略
について説明します。

 21ページをご覧ください。





 Withコロナにおける環境認識と、その中で取りうる当社の戦略について説明します。

 コロナ禍においても、「安全・安心なモビリティサービスを軸に、地域の特性を活かしたまち
づくりを通じて九州の持続的な発展に貢献する」ことが、当社の2030年ビジョンであることは
変わりません。

 安全を最優先とした施設や運営を維持し、交通ネットワークを守るという社会的使命を果たす
とともに、様々なステークホルダーと大変厳しい状況を乗り越えられるよう、今後も様々な施
策に取り組んでまいります。

 次のページをご覧ください。



 各事業は厳しい状況を想定していますが、やはり大事なのはトップラインを少しでも伸ばすこ
とです。

 例えば、鉄道事業では、新しい観光列車「36ぷらす3」の運行開始や、豊肥本線での全線開業
プロジェクトを通じて、自治体や地域住民の皆さまと連携したほか、ピクサーや人気テレビア
ニメ「鬼滅の刃」などの人気コンテンツとのコラボ企画を行い、利用促進に向けた仕組み作り
に取り組みました。

 また、ホテル事業では、サブスクリプションやサービスオフィスなど新しい商品の提供を進め
ているほか、流通・外食事業では、非接触・非対面決済の推進やテイクアウト・デリバリーサ
ービスの拡充など、新しい生活様式への対応を進めることで、需要の創出に取り組んでいます
。

 次のページをご覧ください。



 現在の中期経営計画では、2つの拠点でまちづくりを進めています。

 まず、宮崎駅西口開発では、高架下商業施設「ひむか きらめき市場」が10月14日に先行開業
し、想定を上回るお客さまにご利用いただいております。11月20日に開業する商業施設、アミ
ュプラザみやざきについても、多くのお客さまにご利用いただけることを期待しています。

 また、熊本駅周辺開発については、「アミュプラザくまもと」の開業が来年4月23日に決定し
、オフィスビル2棟の開業も近づいています。商業エリアは新型コロナウイルス感染症の影響に
より一部契約解除が発生したものの、その後のリーシングは順調に進んでおります。

 収益の機会を取りこぼさないように、これらの開発を着実に推進していきます。

 次のページをご覧ください。



 一方で、生産性の向上やコスト削減の取り組みは欠かせません。

 今期は、人件費の抑制や修繕費の先送りなど、一時的な対策を緊急的に実施していますが、今
後は固定費割合が高く、改善が急務である鉄道事業やホテル事業を中心に取り組みを加速させ
ます。

 鉄道事業では、今月から一部特急列車の運転計画の見直しを実施しており、次回ダイヤ改正に
向けては、需要に即した柔軟なダイヤの見直しも検討していきます。また、業務運営体制の見
直しや、車両などの取替更新時期の精査などによる、抜本的な施策の検討も進めていきます。

 ホテル事業では、バックヤードや運営体制の見直しなど、損益分岐点の改善を目指します。

 次に、Afterコロナに向けて検討する問題認識について説明します。26ページをご覧ください





 まず、今後の事業戦略と財務戦略の考え方について説明します。

 従来は、資本過多であるBSに対する課題認識から、負債を活用し、利益と資産の拡大を目指す
方針で進めていましたが、新型コロナウイルス感染症の影響により、今後の負債活用余地が限
定的になっています。

 一方で、宮崎や熊本に続く、拠点地域での開発が今後も控えていることや、M&Aなど、更なる
成長に繋がる機会をしっかりと捉えていくこと、および長期安定的な株主還元の実施は当社の
重要な施策の一つであることなども、認識しています。こうした状況を踏まえ、私募REITの組
成による不動産の流動化などを通じ、継続的な成長戦略・資本効率化と財務健全性維持を両立
させ、会社の持続的な成長と中長期的な企業価値の向上を目指すことを検討しています。

 次のページをご覧ください。



 鉄道事業を中心とした収支の改善や、駅周辺開発によるまちづくりの推進は、当社グループの
根本的なテーマです。

 現在は鉄道利用者が大きく減少しており、今後の見通しも不透明である中、抜本的なコスト改
革の必要性を認識しています。こうした取り組みは、当社単独で進めることができるものばか
りではなく、他交通事業者やベンチャーなどとの協業を通じて、見直しを進めていきます。ま
た、今年度に収支を開示した線区についても、自治体・沿線住民の皆さまと一緒になって収支
改善に取り組んでいきたいと考えています。

 駅周辺開発については、今後は長崎や鹿児島での計画がありますが、新しい生活様式に配慮し
た「まちづくり」が必要となります。また、今後も成長戦略を継続させる、またアセットマネ
ジメント事業という新たな事業を広げるという意味も含め、私募REIT組成についても、しっか
りと検討を進めていきます。

 一方、事業ポートフォリオの見直しは、新型コロナウイルス感染症による事業環境の変化も踏
まえながら、着実に進めてまいります。

 次のページをご覧ください。



 MaaSについては、先月より新たに全日空さまと予約サービスの連携を開始したほか、11月6日
からは国交省の「日本版MaaS推進・支援事業」に選定された宮崎県でのMaaS実証実験が始ま
ります。2030年の長期ビジョンに向けて、他の交通事業者と一緒になって、取り組みの拡大を
進めてまいります。

 また、コスト構造の変革には、鉄道事業のオペレーションとバックオフィス業務を中心とした
業務改革が必須です。当社グループにおいても、デジタルトランスフォーメーション戦略を推
進すべく、スピード感を持って組織の立ち上げを検討します。

 以上で説明を終わります。ご清聴ありがとうございました。


























